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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第121期
第２四半期
連結累計期間

第122期
第２四半期
連結累計期間

第121期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （百万円） 48,577 51,797 104,231

経常利益 （百万円） 2,922 2,176 5,994

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益
（百万円） 2,980 2,824 6,030

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,828 1,566 10,884

純資産額 （百万円） 96,076 101,998 101,095

総資産額 （百万円） 146,309 164,260 162,446

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 55.97 53.05 113.26

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.8 58.8 58.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,507 2,543 6,195

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,296 △759 △1,170

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,356 △580 1,069

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 28,751 33,932 33,282

 

回次
第121期
第２四半期
連結会計期間

第122期
第２四半期
連結会計期間

会計期間  
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 21.74 42.67

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式については、四半期連

結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期（当期）純利益の算定

上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めております。

　　　　５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を第１四半期

　　　　　　連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

　　　　　　標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、米中間の通商問題や米国の金融政策等に伴う下振れ懸念をはらみな

がらも、緩やかに成長しました。海外において、米国は設備投資や個人消費が堅調に推移しつつも、中国等の貿

易関係により不安定な状況でありましたが、欧州経済では、内需主導で底堅く推移しました。また、中国経済も

米国との貿易関係の影響が懸念されましたが、総じて景気の先行きは不透明な状況であります。

一方、国内では、世界経済の緩やかな成長を背景とした生産の増加や堅調な設備投資等により着実な成長が続

きました。

当社グループの事業環境につきましては、海外では、日系の自動車関連メーカーの設備投資が堅調に推移しま

した。国内でも、企業の生産活動が高水準で推移していることに加え、人手不足を背景とした合理化・省力化投

資等を中心に設備投資が拡大基調を辿りました。

こうした情勢下、受注高は、対前年同四半期1,460百万円減少の52,236百万円（前年同期比2.7％減）となりま

した。一方、売上高は、同3,220百万円増加の51,797百万円(同6.6％増）、受注残高は、同171百万円減少の

39,040百万円（同0.4％減）となりました。

収益は、営業利益が原価率の悪化と人件費・物件費等の固定費負担の増加で同421百万円減少の1,933百万円

（同17.9％減）となりました。経常利益は為替差額や貸倒引当金戻入額の減少に伴い同746百万円減少の2,176百

万円（同25.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は固定資産売却益があったものの、法人税等調整額の

増加により、同155百万円減少の2,824百万円（同5.2％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

[鋳造分野]

売上高は、同1,115百万円増加の17,309百万円（同6.9％増）となりました。国内向けが軟調だった一方、海外

では、日系自動車メーカーの海外現地法人に向けた無機中子装置、中国ローカルメーカー向けの造型機が好調に

推移しました。

営業利益は、一部海外事業の低調等もあり同600百万円減少の321百万円（同65.1％減）に留まりました。

なお、当セグメントの受注高は同4,310百万円減少の14,267百万円（同23.2％減）、受注残高は同4,097百万円

減少の15,667百万円（同20.7％減）となりました。

[表面処理分野]

売上高は、同1,937百万円増加の22,647百万円（同9.4％増）となりました。機械装置では、ピーニング処理装

置等が自動車関連業界をはじめ様々な業界向けに続伸し、部品・消耗品も自動車や電子部品業界等における設備

稼動率の好調により販売数量が着実な増加を遂げました。

営業利益は、原材料コストの上昇を売上増加効果でカバーし、344百万円増加の2,008百万円（同20.7％増）と

なりました。

なお、当セグメントの受注高は同2,558百万円増加の23,481百万円（同12.2％増）、受注残高は同1,222百万円

増加の7,901百万円（同18.3％増）となりました。

[環境分野]

売上高は、同177百万円増加の5,365百万円（同3.4％増）となりました。工場内環境の改善マインドの高まり等

を背景に集塵機や排ガス浄化措置の売り上げが伸長しており、設備稼働率の高まりに伴い部品売上高も好調に推

移しました。

営業利益は、売上増加により、同12百万円増加の401百万円（同3.1％増）となりました。

なお、当セグメントの受注高は同1,416百万円増加の6,507百万円（同27.8％増）、受注残高は同975百万円増加

の4,161百万円（同30.6％増）となりました。

[搬送分野]

売上高は、同247百万円減少の3,437百万円（同6.7％減）となりました。国内では、工作機械業界やロボット

メーカー等向けのシザーリフト、物流倉庫や自動車業界の電池関連設備向けにコンベヤが堅調に推移しました

が、北米市場での反落が響きました。

一方、営業利益は、前年度の不採算案件の影響から脱し同120百万円増加の176百万円（同214.6％増）となりま

した。
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なお、当セグメントの受注高は同37百万円増加の2,934百万円（同1.3％増）、受注残高は同390百万円増加の

1,698百万円（同29.8％増）となりました。

[特機分野]

売上高は、同58百万円増加の3,517百万円（同1.7％増）となりました。製造に用いる基幹部品の品薄といった

ボトルネックはありましたが、車載用の半導体や二次電池の製造工程向け設備が好調に推移しました。

但し、営業損益は、新規分野で投資費用が先行した結果、同456百万円減少の302百万円（前年同四半期は154百

万円の利益）の損失となりました。

なお、当セグメントの受注高は同1,164百万円減少の4,965百万円（同前年同四半期比19.0％減）、受注残高は

同1,338百万円増加の9,607百万円（同16.2％増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比べ650百万円増加して、33,932百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況及びその要因は、次のとおりであります。

[営業活動によるキャッシュ・フロー]

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動によって得られた資金は2,543百万円となりました（前年同四半

期は4,507百万円の収入）。これは、税金等調整前四半期純利益4,725百万円等の資金の増加要因があったことに

よるものであります。

[投資活動によるキャッシュ・フロー]

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動により支出した資金は759百万円となりました（前年同四半期は

1,296百万円の支出）。これは、有形固定資産の取得による支出1,087百万円等の資金の減少要因があったことに

よるものであります。

[財務活動によるキャッシュ・フロー]

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動により支出した資金は580百万円となりました（前年同四半期は

1,356百万円の支出）。これは、非支配株主への配当金の支払額670百万円等の資金の減少要因があったことによ

るものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は857百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状

と見通しについて、重要な変更はありません。

 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　　当第２四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について、重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 230,476,000

計 230,476,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成30年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 54,580,928 54,580,928
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数

100株

計 54,580,928 54,580,928 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 54,580,928 － 5,752 － 6,195
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,850 5.33

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,289 4.28

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行

株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
2,276 4.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,902 3.56

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,668 3.12

公益財団法人永井科学技術財団 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 1,405 2.63

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行

株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
1,001 1.87

新睦会持株会
名古屋市中村区名駅三丁目28番12号

新東工業株式会社内
959 1.79

新東社員持株会
名古屋市中村区名駅三丁目28番12号

新東工業株式会社内
946 1.77

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 925 1.73

計 － 16,225 30.38

（注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

     ２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、

　　　　　すべて信託業務に係る株式であります。

　　　３．当社は自己株式1,174千株（株主名簿上は当社株式となっているが実質的に所有していない株式１千株を除

く）を保有しておりますが、上記「大株主の状況」から除外しております。なお、役員報酬BIP信託に係る日

本マスタートラスト信託銀行株式会社が保有する当社株式165千株については、自己株式に含んでおりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式1,174,900
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式53,338,300 533,373 （注）１．２

単元未満株式 普通株式67,728 ― ―

発行済株式総数 54,580,928 ― ―

総株主の議決権 ― 533,373 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない

　　　　　株式が1,000株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、株主名簿上は当社名義となっております

　　　　　が実質的に所有していない株式に係る議決権の数10個を含めておりません。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬BIP信託の所有する当社株式165,200株

　　　　　（議決権1,652個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新東工業株式会社

（注）１．２

名古屋市中村区名

駅三丁目28番12号
1,174,900 － 1,174,900 2.15%

計 － 1,174,900 － 1,174,900 2.15%

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が、1,000株

　　　　　（議決権の数10個）あります。

　　　　　なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

　　　２．当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,174,900株であります。なお、当自己株式数に

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託）が保有する当社株式165,200株は、

　　　　　含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,769 34,488

受取手形及び売掛金 ※１,※２ 37,555 ※１,※２ 36,160

有価証券 4,111 5,101

製品 3,498 3,613

仕掛品 8,686 10,617

原材料及び貯蔵品 3,914 4,000

その他 2,341 3,904

貸倒引当金 △366 △372

流動資産合計 95,510 97,514

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,380 10,823

機械装置及び運搬具（純額） 5,807 5,692

その他（純額） 8,754 8,695

有形固定資産合計 25,942 25,211

無形固定資産   

のれん 2,554 2,253

その他 3,255 2,984

無形固定資産合計 5,810 5,237

投資その他の資産   

投資有価証券 31,952 32,969

その他 3,277 3,373

貸倒引当金 △46 △46

投資その他の資産合計 35,183 36,296

固定資産合計 66,935 66,745

資産合計 162,446 164,260
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 17,668 ※２ 16,675

短期借入金 1,642 2,368

未払法人税等 751 1,470

賞与引当金 1,914 1,978

役員賞与引当金 105 45

製品保証引当金 399 454

受注損失引当金 462 529

その他 14,191 14,339

流動負債合計 37,135 37,862

固定負債   

長期借入金 17,223 17,186

役員退職慰労引当金 260 267

環境安全対策引当金 58 58

退職給付に係る負債 849 859

資産除去債務 102 102

その他 5,721 5,924

固定負債合計 24,215 24,398

負債合計 61,351 62,261

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,752 5,752

資本剰余金 6,271 6,271

利益剰余金 72,771 75,008

自己株式 △1,477 △1,478

株主資本合計 83,317 85,553

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10,618 10,899

為替換算調整勘定 1,297 △220

退職給付に係る調整累計額 435 431

その他の包括利益累計額合計 12,351 11,110

非支配株主持分 5,427 5,335

純資産合計 101,095 101,998

負債純資産合計 162,446 164,260
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 48,577 51,797

売上原価 34,577 37,210

売上総利益 13,999 14,586

販売費及び一般管理費 ※ 11,644 ※ 12,652

営業利益 2,355 1,933

営業外収益   

受取利息 39 68

受取配当金 288 313

持分法による投資利益 7 -

貸倒引当金戻入額 231 -

為替差益 99 -

その他 64 182

営業外収益合計 730 564

営業外費用   

支払利息 61 62

為替差損 - 143

持分法による投資損失 - 17

その他 101 97

営業外費用合計 163 322

経常利益 2,922 2,176

特別利益   

固定資産売却益 2 2,578

投資有価証券売却益 32 1

特別利益合計 35 2,580

特別損失   

固定資産売却損 0 0

固定資産廃却損 1 24

投資有価証券評価損 - 4

特別損失合計 1 30

税金等調整前四半期純利益 2,956 4,725

法人税、住民税及び事業税 657 1,574

法人税等調整額 △761 130

法人税等合計 △103 1,705

四半期純利益 3,059 3,020

非支配株主に帰属する四半期純利益 79 196

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,980 2,824
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 3,059 3,020

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,759 279

為替換算調整勘定 △36 △1,583

退職給付に係る調整額 11 △3

持分法適用会社に対する持分相当額 33 △145

その他の包括利益合計 1,768 △1,454

四半期包括利益 4,828 1,566

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,710 1,583

非支配株主に係る四半期包括利益 117 △17
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,956 4,725

減価償却費 1,272 1,454

賞与引当金の増減額（△は減少） 11 72

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △59

受注損失引当金の増減額（△は減少） △25 83

製品保証引当金の増減額（△は減少） 77 60

貸倒引当金の増減額（△は減少） △250 28

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △124 11

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △196 28

受取利息及び受取配当金 △328 △382

支払利息 61 62

為替差損益（△は益） 17 102

持分法による投資損益（△は益） △7 17

有形固定資産除売却損益（△は益） △1 △2,553

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △33 3

売上債権の増減額（△は増加） 2,269 845

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,662 △2,479

仕入債務の増減額（△は減少） 468 △894

前受金の増減額（△は減少） 1,621 1,101

その他 △1,086 617

小計 4,987 2,846

利息及び配当金の受取額 453 564

利息の支払額 △66 △64

法人税等の支払額 △865 △803

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,507 2,543

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,803 △4,503

定期預金の払戻による収入 4,674 4,720

有価証券の取得による支出 △800 -

有価証券の売却及び償還による収入 1,500 608

有形固定資産の取得による支出 △1,368 △1,087

有形固定資産の売却による収入 15 700

無形固定資産の取得による支出 △276 △85

投資有価証券の取得による支出 △460 △1,025

投資有価証券の売却及び償還による収入 213 23

貸付けによる支出 △10 △124

貸付金の回収による収入 4 32

その他の投資の増減額（△は増加） 16 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,296 △759
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △415 808

長期借入れによる収入 - 3

長期借入金の返済による支出 △220 △93

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △101 △100

非支配株主からの払込みによる収入 - 60

非支配株主への払戻による支出 △7 -

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △480 △587

非支配株主への配当金の支払額 △129 △670

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,356 △580

現金及び現金同等物に係る換算差額 255 △552

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,110 650

現金及び現金同等物の期首残高 26,640 33,282

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 28,751 ※ 33,932
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【注記事項】

（追加情報）

（連結貸借対照表）

　第１四半期連結会計期間より、従来「プラント保証引当金」と表示していた科目名称を「製品保証引当金」に変更して

おります。この科目名称の変更は、事業内容をより明瞭に表示するために行ったものであり、事業の内容についての変更

はありません。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会計期

間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しており

ます。

 

（役員報酬ＢＩＰ信託）

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

(1)取引の概要

　当社は、中期的な企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的に、透明性及び客観性の高い役員報酬制度として、企

業価値連動型の株式報酬制度である役員報酬ＢＩＰ信託を導入しておりましたが、平成30年３月末日までの事業年度は、

目標未達のため、株式交付等は行わず、平成30年５月22日開催の取締役会において、制度を継続することを決議いたしま

した。

　継続後の本制度は、平成31年３月末日で終了する事業年度から平成33年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度

（以下「対象期間」という。）（※）を対象として、企業価値の増大に応じて、対象期間終了時の一定時期に、役員報酬

として当社株式等の交付等を行う制度です。交付する当社株式等は、役位ならびに対象期間中の資本効率改善度及び業績

目標の達成度等に応じて定めておき、対象期間を通じて資本効率が一定の改善度等に達した場合のみ、対象期間終了後の

一定時期に、役員報酬として当社株式等の交付等を行います。

　信託期間についても、平成27年12月３日から平成30年10月１日までとしておりましたが、平成33年９月30日までに延長

しております。

　（※）継続後の信託期間の満了時において信託契約の変更及び信託追加を行うことにより、信託期間の延長が行われた

　　　　場合には、以降の各３事業年度をそれぞれ対象期間とします。

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として

計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、179百万円、165,200株

であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１.受取手形割引高、受取手形裏書譲渡高及び輸出手形割引高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形割引高 55百万円 13百万円

受取手形裏書譲渡高 26 20

輸出手形割引高 39 －

 

※２.四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとお

りであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形 1,193百万円 2,315百万円

支払手形 1,263 1,431

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

報酬及び給料手当 4,425百万円 4,838百万円

賞与引当金繰入額 791 780

役員賞与引当金繰入額 51 44

退職給付費用 197 174

役員退職慰労引当金繰入額 21 28

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 30,661百万円 34,488百万円

預入が３か月を超える定期預金 △4,610 △5,056

有価証券勘定のうち現金同等物

に該当する残高

2,700 4,500

現金及び現金同等物 28,751 33,932
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月24日

取締役会
普通株式 480 9.0 平成29年３月31日 平成29年６月９日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月９日

取締役会
普通株式 534 10.0 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月22日

取締役会
普通株式 587 11.0 平成30年３月31日 平成30年６月６日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月12日

取締役会
普通株式 587 11.0 平成30年９月30日 平成30年12月10日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

 

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

18/23



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

鋳造

分野

表面処理

分野

環境

分野

搬送

分野

特機

分野
計

売上高           

外部顧客への

売上高
15,945 20,668 4,905 3,662 3,319 48,501 75 48,577 - 48,577

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

248 41 282 22 140 734 1,279 2,014 △2,014 -

計 16,193 20,710 5,187 3,685 3,459 49,236 1,354 50,591 △2,014 48,577

セグメント利益

又は損失（△）
922 1,664 389 56 154 3,187 △3 3,183 △828 2,355

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生事

         業等を含んでおります。

     ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△828百万円には、セグメント間取引消去67百万円、各報告セグメン

　　　　　トに配分していない全社費用△895百万円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

         研究開発費及び本社管理部門に係る費用であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

鋳造

分野

表面処理

分野

環境

分野

搬送

分野

特機

分野
計

売上高           

外部顧客への

売上高
17,033 22,622 5,212 3,417 3,434 51,719 77 51,797 - 51,797

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

276 25 153 20 83 558 1,103 1,661 △1,661 -

計 17,309 22,647 5,365 3,437 3,517 52,278 1,180 53,459 △1,661 51,797

セグメント利益

又は損失（△）
321 2,008 401 176 △302 2,606 45 2,651 △718 1,933

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生事

         業等を含んでおります。

     ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△718百万円には、セグメント間取引消去88百万円、各報告セグメン

　　　　　トに配分していない全社費用△806百万円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

         研究開発費及び本社管理部門に係る費用であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

  １株当たり四半期純利益 55円97銭 53円05銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,980 2,824

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
2,980 2,824

普通株式の期中平均株式数（株） 53,242,390 53,241,072

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、１株当たり四半

期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第２四半期連結累

計期間165,200株）。
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２【その他】

（１）決算日後の状況

　特記事項はありません。

 

（２）配当に関する事項

平成30年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・587百万円

②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・11円

③支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成30年12月10日

（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成30年11月9日

新東工業株式会社    

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　正伸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新東工業株式会社

の平成30年4月1日から平成31年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成30年7月1日から平成30年9月

30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成30年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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